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賢いクルマと
正しくつき合う

筑波大学大学院システム情報工学研究科　
研究科長・教授

稲垣敏之さん

人に快適をもたらし、安全も保証する。そのよう
な賢いクルマを作ることは、エンジニアの夢であっ
た。そのようなクルマが間もなく実現されようとし
ている。クルマの力量を見て「なかなかやるな」と
ワクワクする人もいるだろうし、「運転は苦手なの
で、クルマ自身が運転してくれて助かる」と感謝す
る人もいるだろう。
ただ、どんなに賢いクルマにも能力の限界がある。
賢いクルマであるだけに、そのことに気づくのは難
しい。「任せておいて大丈夫」という気持ちを抱くこ
とも否定できない。
これへの対策は、まずはメーカーによるヒューマ
ンマシンインタフェース（人と機械の間で情報をど
のように伝えるか）の工夫であろう。機械が状況を
どのように理解し、何をしようとしているかが分か
るようになっているとありがたい。一方、ドライバ
ーも、高度な機械を使っていることを自覚し、少し
でも機械を理解しようとする気持ちを持っていてほ
しい。
人とクルマがたがいに相手の能力を知ったうえで
力を合わせる、そのような関係を築きたいものである。

いながきとしゆき／1979年京
都大学大学院博士課程修了。米
国ヒューストン大学研究員、筑
波大学講師、助教授を経て
1994年より教授。ドイツ・カ
ッセル大学、フランス・ヴァレ
ンシエンヌ大学客員教授、電子
情報通信学会安全性研究専門委
員会委員長等を歴任。国土交通
省ASV推進検討会副座長、同
運転支援設計分科会長。人間機
械共生系の研究に従事。
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1

LEVEL

2

100%

0%

複合機能
の自動化

「ACC」と「レーンキープアシス
ト」の組み合わせなどにより「加
速」「操舵」「制動」のうち、複数の
操作を一度に自動車が行う運転。

特定機能
の自動化

車間距離を自動制御する「ACC」
や「レーンキープアシスト」など
による、「加速」「操舵」「制動」のい
ずれかの操作を自動車が行う運転。

自
動
化
の
度
合
い

クルマが自ら状況を判断し、的確な走行で目的地へ向かう──。
各国で開発が進む「自動運転」技術。人とクルマの関係はどう変わっていくのでしょうか。
開発現場の声から、メリット、課題まで、さまざまな角度から「自動運転」に迫ります。

人とクルマの関係をもっと快適に !
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LEVEL

3

LEVEL

4

完全自動
運転

「加速」「操舵」「制動」のすべての
操作を常に自動車が行う運転で、
いわゆる「無人運転」のレベルで
す。緊急時の対応についても、自
動車が行います。

半自動
運転

レベル2のシステムをさらに高度
化させることによって、「加速」

「操舵」「制動」のすべての操作を
自動車が行う運転。一定の条件下
ではシステムが全ての運転操作を
行う。限界に達した場合には、ド
ライバーに運転操作を委ねる。

モーターショー」などで各自動
車メーカーの自動運転車が公開
され、11月には安倍晋三首相の
公道での試乗も大きな話題とな
りました。
　ともすれば「無人運転」ばか
りがクローズアップされる自動
運転車ですが、その最大の目的
は「交通事故のない社会の実
現」にあります。例えば、自動
車が状況に応じてハンドルやブ
レーキの操作を支援すれば、高
齢ドライバーや運転が苦手な方
も安心です。交通事故を防ぎ、
さらには効率的な運転による渋

滞緩和や環境負荷の低減など、
人やモノが安全・快適に移動す
ることのできる社会を目指して
いるのです。
　そこで下図のように、国は自
動運転を４段階に分類。現在、
すでに実用化されている技術は
レベル１に相当しており、今後、
レベル２以降も実現するべく国
も検討を始めています。欧米の
有力自動車メーカーはもちろん、
大手IT企業なども積極的に開
発を推進中の自動運転。まさに、
世界的規模の競争が始まってい
ます。

てきた乗り物。「走る、曲がる、
止まる」の基本機能をはじめ、
窓やドアの開閉など、さまざま
な操作が自動化・電動化され、
便利で快適な移動手段として進
化を遂げてきました。
　その発展プロセスの延長線上
にある技術が、現在注目の「自
動運転」。昨年10月以降、電子
機器展示会「CEATEC JAPAN」
や 「ITS（高度道路交通システ
ム）世界会議 東京2013」「東京

 動車」は、その名の
とおり「自動化」の
歴史とともに発展し自
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走れ！

未来の
クルマたち 

「自動運転」の実現を目指して、
多種多様な研究開発が進行しています。
国内メーカーが思い描くイメージとは。
一方、海外企業のアプローチは──。
次代のクルマ社会をめぐる、
最前線をご紹介します。

安倍首相が試乗した自動
運転車の1台（写真はト
ヨタ自動車）。実験でど
れだけ多くの運転シーン
を「学習」できるかが重
要なカギを握ります。
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行が実現できたのです。

公道試験で新たなレベルへ
　しかし梅村さんは「無人での走行
は想定していません」と強調します。

「クルマの主役はあくまでもドライ
バー。高齢者や初心者の方々にも安
全・安心に乗っていただき、交通事
故ゼロかつ物質的にも精神的にも豊
かな社会を実現する──これが私た
ち自動車会社の使命です」
　トヨタでは「ITS」と連携した「イ
ンフラ協調型」の自動運転に注力し、
近年は、センサーなど車両側の情報
で走る「自律型」の開発にも着手。2
年前の米ミシガン州における公道実
験に続き、国内でも本格的に公道で

の実験に乗り出しています。
 「テストコースでは技術者の眼で検
証しがちです。しかし実際の道路に
は、運転者としての気づきがたくさ
んある。どんなクルマなら、お客様
に乗っていただけるか。社会受容性
の点からも、非常に重要なことです」
　梅村さんが描く自動運転の将来像
は「人と馬との関係」です。「人馬が
相互に相手の状態を感じ取り、最高
のパフォーマンスを発揮するように、
危険回避や快適な走りに絶妙の連携
で対処していく」。この究極の自動
運転車へ向け、開発は新たな段階へ
と進んでいます。

●  トヨタ自動車株式会社 安全技術CLICK!

や信号を再現したコースを走行する
のは、レクサスの車両をベースにし
た実験車。「ITS世界会議」で首都高
を走行した試作車とは異なり、カメ
ラやセンサーを多数装備し、「いかに
も実験中」な外観です。
 「さまざまなデータを大量に収集し、
研究開発に生かすのが狙いです。ま
た、どのセンサーがどんなカタチに
なれば最適か、具体的な商品開発に
役立てます」
　梅村さんによると、「トヨタの自
動運転技術への取り組みは1990年
代後半にスタート。周辺環境を認知
するカメラやセンサー技術には、す
でに製品化されているものもありま
す」。その一つが「レーンキープア
シスト」。道路上の白線を高精度カ
メラで検知し、車線維持をサポート
する装置です。首都高でのデモ走行
では、これをさらに進化させた装置
が使用されました。新たに通信技術
を搭載して、より正確に先行車との
距離を保つことにより安全機能を高
めた「Ｃ－ＡＣＣ」も実用段階。こ
れらの最新システムにより、自動走

ヨタ自動車の東富士
研究所（静岡県裾野ト

TOYOTA
「自動運転」で目指すのは
人と馬のような “心地良い” 関係

トヨタ自動車株式会社 東富士研究所 
FP部長（2013年12月末現在）梅村晋

市）。ここでは2010年代半
ばに、自動運転車の技術を
活用した高度運転支援技術
搭載の車両の実用化を目指
し、自動運転車のテストが
進められています。交差点

後輪に装着された車輪速センサー。車
輪の回転速度と走行距離などを測定し、
運転を制御するためのデータを取得。

周囲360度の3次元形状を測定する
レーザーレーダー。高速で回転するこ
とで車両や歩行者などを検知します。

屋根には周囲を監視するレー
ザーレーダーや高解像度カメ
ラ、GPS（全地球測位システ
ム）アンテナなどを搭載。
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HONDA

適に支援してくれるクルマが欲しい
という方が多かったようです」。つ
まり「クルマと人が協調して移動の
喜びを楽しむことを、大半の人が望
んでいる」というのが、横山さんた
ち開発チームの感触です。
 「運転して楽しい、使って楽しいと
いうコンセプトは、間違っていなか
ったと確かめることができました」。
また車載カメラやレーダーのほか、
DSRC※、歩行者のスマートフォン
などと無線通信で協調することで事
故を未然に防ぐという、安心・安全
面での協調型自動運転にも手応えを
得たようです。

基準づくりへ国際協調も
　とは言え課題は山積みです。
 「一つは、入ってくる膨大な情報を
いかに運転者に伝えるか、というヒ
ューマンマシンインターフェースの
部分。ここを上手につくらないとユ

ーザーは混乱するでしょう」
　また、横山さんが「自動運転車が
普及していくための条件」として挙
げるのがグローバルスタンダードの
視点です。 
 「いくら良い製品ができても、国内
でしか使えないとなると競争には勝
てません。このようなガラパゴス化
は絶対に避けるべきです。技術の国
際標準化など、官民が連携した取り
組みも必要だと思います」
　横山さんは、テストドライバーの
社内免許「Aライセンス」の保有者。
社内の試作車評価会では、テストコ
ースで自ら運転するそうです。「私
自身、高速道路はよく使っています。
実用化が待ち遠しいですね」と言う
横山さん。クルマの楽しさを知って
いるからこそ、開発にもいっそうの
力が入ります。

駐車場監視用の定置カメラとの協調
による「自動バレーパーキング」の
デモ。特別な装備などを必要としな
いのが利点です。

一般道を想定した走行実演。ステレオカメラやミリ波レーダー、さら
にスマホとの無線通信で、突然の歩行者の飛び出しにも対応します。

ガラパゴス化に陥ることなく
世界に通用する「楽しさ」を

株式会社本田技術研究所 四輪R&Dセンター    
第12技術開発室 上席研究員横山利夫

●  Honda Hearts 
 安全ドキュメンタリー

CLICK!

の目指す自動運転です」
　そう語る横山さんは、昨年10月
のITS世界会議において、場内に設
けられたHonda展示ブースの責任
者を務めました。「ITSでの自動運
転車への反応ですか？　大体、予想
どおりでしたね」と満足気です。
　ホンダは、ITS世界会議で2種類
の自動運転車の実演を行いました。

「自動バレーパーキング」と「一般道
協調型自動運転」です。前者は駐車
場のカメラと連動して、自動運転で
駐車する仕組み。後者は一般道に見
立てたコースで、他の車両や歩行者、
二輪車、電動カートなどを検知しな
がら走るデモ走行です。
 「自動パーキングについては『すご
く便利だ』と皆さん肯定的でした。
一方、一般道の自動運転では完全無
人運転よりも、運転状態に応じて最

心・安全、運転して楽しい、使
って楽しい──これがホンダ安

※DSRC：Dedicated Short Range CommunicationMETI Journal 自動運転　人とクルマの関係をもっと快適に!08
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ィ」（交通事故ゼロ）が日産自動車の
ビジョン。それを実現する技術とし
て「電動化」と「知能化」がありま
す。では自動運転は、どう位置づけ
られるのでしょうか。二見さんが説
明します。
 「自動運転というのは、知能化技術
の最も端的なモデル。人の認知、判
断、操作はいつも完璧ではありませ
ん。事故原因の90％以上が人為的
ミス。交通事故を減らすには、そう
した失敗をカバーする仕組みが必要
です。つまり自動運転は、まずミス
を予防し、操作を支援する安全技術
である、というのが私たちの基本的
な考えです」
　日産は昨年10月に開催された
CEATECで、電気自動車リーフを
ベースにした自動運転を公開しまし
た。そこで注目を浴びたのが、他の

車両の動きをとらえて走行する自動
運転車の行動です。信号のない交差
点や、道路上に駐車車両がいる場面
でいったん止まり、安全と判断した
後、再び動き出す。これを可能にし
たのが、二見さんの言う知能化技術、
つまり人工知能です。

昆虫の動き、NASAの知恵
 「まるで人が運転しているかのよう、
という動きは重要なポイントです。
危険を予見して衝突を回避するには、
相応の技術と運転経験が必要。また
標識などの交通ルールの知識も不可
欠です。人に代わってその役割を担
うのが人工知能。私たちはこの人工
知能とセンシング技術に、かなり力
を入れています」
　日産では、早くからハチや魚の群
れが持つ危機回避能力などに着目。
それを解析し、自動車の制御に活か
す研究を進めてきました。また米シ

リコンバレーの開発拠点にNASA
出身の技術者を迎え、その知見を研
究に生かしています。
 「ぶつからない車へ向けた技術開発
は着々と進んでいます。一方で重視
しているのは、それが量産可能な技
術かどうかという点。いくら高性能
でも、数百万円もする高額なセンサ
ーでは実用化できません。高品質か
つ量産性に優れたもの。これが必要
不可欠な条件となります」
　日産では2020年までに複数の自
動運転車両を展開する方針を宣言。
すでに日本国内でも、さがみ縦貫道
路（神奈川県）で公道実験をスタート
しています。
 「東京オリンピックの開催までには、
ぜひとも当社の自動運転車をデビュ
ーさせ、広くアピールできるといい
ですね」

NISSAN

電動化と知能化を基盤に
ぶつからない車を実現する

日産自動車株式会社 電子技術開発本部 IT＆ITS開発部 
企画・先行技術開発本部 技術企画部 エキスパートリーダー二見 徹

公道を走行するための車
検証とナンバープレート
を取得し、さがみ縦貫道
路で高速道路走行のテス
トに取り組んでいます。

●  日産が考える自動運転CLICK!

電気自動車のリーフを
ベースにした自動運転
車。全方位モニター用
に各5個のカメラとレ
ーザースキャナーを装
着しています。

ロエミッション」（CO2排出
ゼロ）と「ゼロフェイタリテゼ
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±10 センチの高精度で
安全にクルマの移動を管理
株式会社デンソー

コンティネンタル

サプライヤーの雄が描く
未来のモビリティとは？

　衝突被害軽減ブレーキやレーン逸
脱警報といった予防安全システムに
加えて、ドライバーの認知・判断・
操作を広範囲にアシストする高度運
転支援システムの開発に取り組むデ
ンソー。実現にあたってキーとなる
のは、「走行環境認識」と「自車位置
検出」です。現在、カメラやレーダ
ーなど複数のセンサーを統合して認
知能力を向上するフュージョン技術、
また、NEC、JAXAとチームを組み、
準天頂衛星の信号を活用した±10
センチレベルの高精度測位技術の確
立に挑んでいます。
　そして、自動運転車が普及した社
会で、さらなる安心・安全を確保す
るには、クルマの経路を管理し、安

場所へクルマを移動させる「スマー
トチャージング」など、ITS世界会
議ではそのアイデアや技術の一端を
提示しました。センシング技術のさ
らなる高機能化と信頼性向上や、通
信が途絶えてしまった場合の安全確
保など、課題の解決に向けた研究が
進行中です。
 「製品・技術の開発を進め、自動車
メーカーに提案していきます。最先

全でスムーズな運行を支援
するコントロールセンター
が必要になるのではと同社
は考えています。例えば電
気自動車の充電を行うため
に、センターの指示に従っ
て指定した時刻に指定した

端の高度運転支援技術をいち早く実
用化することで、普及に貢献してい
きたいですね。次の取り組みとして
は、沖縄県久米島町の協力のもと、
センターが制御する自動走行の実証
試験を2014年度よりスタート。ユ
ーザーの利便性や受容性を評価して
いく予定です」（デンソー）

●  株式会社デンソーCLICK!

転を重ね、実用化のための貴重なデー
タを蓄積しています。
 「適切な自動運転システムを導入する
ことで、ドライバーはより高い柔軟性
を手に入れることができるでしょう。
自分で運転するのか、クルマに代行さ
せるのかを選択でき、例えば、これま
で運転に費やしていた時間を他の作業
に使うこともできるのです」（コンティ
ネンタル）

同社はこれまで、メルセデス・ベンツ

2016年までに部分的に自動化した
ソリューションを、2020年までに高
度自動化システムを、そして2025年
までに完全自動化のシステムを提供す
る──。タイヤやブレーキなどをグ
ローバルに供給する自動車産業サプラ
イヤー、コンティネンタルが描くのは、
このような計画です。2012年12月に
は、米国ネバダ州の自動車登録免許管
理局から承認を受け、自動運転車のテ
ストライセンスを取得。公道での試運

社をはじめ、世界中の自動車メーカー
のさまざまなプロジェクトに参画。豊
富な開発経験と実績を有し、自動運転
においても、あらゆる技術面からアプ
ローチしています。「自動運転は当社
にとって、将来の重要な技術戦略。今
後の数年間で数十億ユーロを研究開発
費に投じ、未来のモビリティへのス
ムーズな移行をサポートします」

ワイヤレス充電制御システムや駐車管理システムと連携し、
ドライバーがいなくても充電が完了。必要な充電量や時間帯
の指定などはスマホから。

世界の動向
追 跡！

海外ではど
こまで進ん

で

いるのか。先
進企業に

聞きました
。

CLICK! ● コンティネンタル

DENSO
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http://www.denso.co.jp/ja/
http://www.continental-automotive.jp


自動
駐車 デッド

マン
装置

隊列
走行

トラックやバスの隊列走行を自動化
することで、輸送効率がアップ。先
頭の車両をピタリと自動追尾するの
で、ムダな走行を減らすことができ
ます。省エネ、CO2削減、そしてコ
ストの圧縮にも貢献します。

　例えば1日あたりの移動距離がグンと伸びたり、運転が困
難だった人もドライブを楽しめたり、高齢者の生活を支援し
たり。高度な「自動運転」のサポートによってドライバーの
負担が軽減されれば、事故が減るだけでなく、新たな楽しみ
の発見や、ビジネスの創出にもつながるかもしれません。活
用できる可能性は、まだまだたくさんありそうです。では、
どんな変化が訪れるのか、その一部をご覧ください。

車庫入れや縦列駐車が苦手な方も多
いのではないでしょうか。自動運転
車なら、簡単に指定のスペースに止
めることが可能。ドライバーのスト
レスが軽減され、接触事故などの心
配も無用です。

無人のタクシーが実現すれば、目的
地まで最適な料金・ルートで送り届
けてくれるでしょう。どんな遠出に
も対応できますから、これまでにな
かったスタイルの観光ツアーなども
誕生しそうです。

無人
タクシー

突然の体調不良などで運転が困難に
なってしまったとき、ドライバーが
装置スイッチをオン。自動的に安全
な場所に停車したり待避したりする
装置です。衝突や追突といった二次
被害を防ぎます。

自動運転技術がもたらす

ビフォー
アフター
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周辺環境
の認識

危険
予測

車線がかすれていたり、雨や雪で歩
行者や標識などが見えづらかったり
……。どんなシーンでも周辺環境を
認識できるよう、より高精度なセン
サーの実現や、自動運転に対応した
道路整備などが求められます。

子どもの飛び出しや、クルマの死角
に入り込む自転車。一般道では、予
測できない出来事が多々起こります。
さまざまなサインを読み取り、「見
えない危険」を察知できる人工知能
の開発が進んでいます。

 「自動運転」が当たり前になり、事故や渋滞の心配は過去の
ものに──。そんなクルマ社会の到来は、技術の進歩だけで
達成できるわけではありません。自動運転車に対応した法令
の整備や、万が一トラブルが起こった場合の責任の行方など、
これまでとは異なる視点からのルールづくりが求められます。
今後クリアしなければならない課題から、主なものをピック
アップしました。

運転手の定義が不明確なままだと、
もし交通事故が発生してしまった際
の責任の所在も曖昧になりかねませ
ん。責任を問う先がクルマの持ち主
ではなく、自動車メーカーや部品メ
ーカーとなる可能性もあるでしょう。

責任の
所在

事故時の
現行の法律では、「運転席には運転
手がいなければならない」と定めら
れています。では、無人の自動運転
車の場合、公道を走ることができる
のでしょうか？　議論を深めていく
必要がありそうです。

無人運転
の可否

公道での

実用化へ
の課題

議論中

METI Journal 自動運転　人とクルマの関係をもっと快適に!12



次世代型の「自動運転」を
世界に先駆け発信したい

│担当者の声

製造産業局 自動車課 電池・次世代技術・ITS推進室
係長 博士（工学）　横田 弘

　政府の「日本再興戦略」（2013年
6月発表）を契機に、一気に注目の
キーワードとなった「自動運転」。
先進国での開発競争が激化する中、
経済産業省ではどんな施策を進めて
いるのでしょうか。担当者の一人で
ある横田さんに聞きました。
──経産省の取り組みについて教え
てください。
横田　これまでの施策としては、例
えば2008〜12年にかけての「エ
ネルギーITS推進事業」があります。
このプロジェクトでは省エネや安全
性の向上を主目的に、「運転支援・自
動化」などの技術開発を推進。その
成果の一つとして、ITS世界会議に
て、車間距離4mのトラック隊列走
行をデモンストレーション中継しま
した。ここで開発した技術は、自動
運転車にも応用できるものばかり。
今後は具体的なニーズや課題を探る
べく、引き続き調査事業として進め
ていく方針です。
　そしてもう一つ、より高度な「次
世代型の安全運転支援システム」の
確立へ向けた研究開発プロジェクト
も準備中です。これは成長戦略の一
つ「戦略市場創造プラン」で掲げら
れたテーマでもあり、自動車関連産
業のさらなる発展を図るうえでも、
大いに期待しているところです。
──具体的にはどのような内容なの

でしょうか。
横田　一つは「先読み運転技術」で
す。例えば自動車の前方にボールが
転がってきた場合、人が運転してい
ると、「ボールに続いて子どもが飛
び出してくるかもしれない」と予測
しますね。しかし現在の自動運転技
術だと、まだそこまではできません。
今後、一般道でも自動運転車を走ら
せようとすると、そのような「顕在
化していない危険を予測する機能」
が必要です。新たなプロジェクトで
は、こうした予測技術のほか、より
高度なセンシング技術や車両制御コ
ンピュータなどの開発・試作・実証
を行う考えです。

「オールジャパン」で 
新たな道筋をつける
──関係省庁の連携についてはいか
がですか。
横田　政府が目標とするのは「ヒト
やモノが安全・快適に移動すること
のできる社会」の実現です。そして
交通事故による死者数を、現在の年
間 約4000人 か ら、2018年 に は
2500人以下に減らすことを打ち出
しています。目標を達成するには、
国土交通省や総務省などとの連携が
欠かせません。ITSなどのインフラ
まわりは国交省、また道路とクルマ、
さらに歩行者との情報通信について

は総務省など、役割を分担しながら
連携して進めていくことが重要です。
特に公道での実証実験では、自治体
も含めた支援体制が欠かせません。
自動運転車を公道で走らせるに当た
っての、責任関係の整理や制度の整
備も今後の課題です。府省連携をベ
ースに、民間企業と協調したオール
ジャパン体制を構築していくことが
ポイントだと思います。
──今後への思いをお願いします。
横田　交通事故の削減や、渋滞の緩
和、CO2削減など、社会的課題の解
決はもちろんですが、やはり「自動
運転で何を目指すのか」という将来
像をもっと明確にしていきたいです
ね。そうすることで国際標準化へ向
けた技術の方向性や、制度面の整理
が進み、日本が先行するチャンスが
出てくる。世界一安全な道路交通社
会の実現は、関連産業のグローバル
展開にも通じます。私は根が技術屋
ですから、新技術で社会を変え、貢
献していくという点に、仕事のやり
がいを感じています。

当課では、日本の基幹産業である自動車産業
の更なる発展を支援しています。次世代自動
車など環境性能に優れた自動車の普及促進政
策に取り組んでいるほか、自動運転に係る施
策の準備も進めています。

13METI Journal
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「全面自
由化」

に向け
動き始め

た!

スイッチを押せば、コンセントにプラグを差し込めば、当たり前に電気を使うことができる。
そうした優れた日本の電力システムにも、社会情勢などの変化により改革が求められています。
暮らしやビジネスに不可欠な電気との付き合い方が、今、大きく変わろうとしています。

電気を

時代へ

例えば、「出身地の電力会社から電気を購
入する」「再生可能エネルギーで発電した電
気を買う」など、全国どこからでも電気を
選んで買えるようになると期待されていま
す。米国では、すでに各電力会社の料金メ
ニューを比較するウェブサイトを公的機関
が開設している州もあります。日本でも、
自分の目的や条件に合った電気を簡単に探
せる日が来るかもしれません。

“選べる”

電力会社や発電源を
選べるように
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に供給できる体制を整えたり、分散
型電源を有効活用する仕組みをつく
ったり、さらには事業者の競争を促
進して電気料金を抑制することなど
を目指しています。

電力システム改革で 
暮らしやビジネスが変わる
具体的には、次のページで詳しく
紹介するとおり、「広域系統運用の
拡大」→「電気の小売業への参入の
全面自由化」→「法的分離による送
配電部門の中立性の一層の確保、電
気の小売料金の全面自由化」という
３つの段階を設定。すでに第１段階
に進むための改正法は昨年秋の臨時
国会で成立しました。
動き始めた電力システム改革のポ
イントは、誰もが「電気を“選べる”

ようになる」ことです。現在は規制
されている家庭などへの電力供給も
全面自由化され、地域の壁も取り払
われれば、下のイラストにも示して
いるとおり、家庭や企業に多様な変
化が訪れる可能性があります。
いずれにしても、まず大切なのは、
電力システム改革の中身を知ること。
改革によって何が変わるのか──そ
の要点を紹介していきます。

支える重要な基盤といえます。しか
し東日本大震災と、それに伴う原子
力発電所の事故により、電気料金は
上がり、電力需給は逼迫。多くの人
が「電力にかかわる制度や仕組みは、
このままでいいのだろうか」と疑問
を感じたに違いありません。これを
受け、政府としても、これまでのエ
ネルギー政策をゼロベースで見直す
方針を固めました。
そこで現在進められているのが
“電力システム改革”です。目的は、
「電力の安定供給の確保」「電気料金
の最大限の抑制」「電気利用の選択肢
や企業の事業機会の拡大」の３つ。
電気が足りない地域へ不足分を柔軟

きるだけ安い価格で、安
定的に電力が供給される
──。これは国民生活をで

改革の重要ツール「スマートメーター」
電力会社や家庭内の機器との通信機能を備え、使
用電力に関する情報をきめ細かく計測するスマー
トメーター。例えば自宅の使用電力量や料金が時
間帯ごとに分かれば、ライフスタイルに合わせて
最適な料金メニューを選ぶことも可能になります。
またスマートメーターによる電気の使用状況の
「見える化」は、節電への意識を高めるのにも有効
です。

さまざまな事業者が電気の小売市場に参入してくるこ
とで、サービスの種類や内容はきっと多様化するはず。
料金メニューの幅が広がったり、家電や通信、電気自
動車と組み合わせた「セット割引」が登場したり……。
これまでなかったサービスへの期待も高まります。

工場、店舗の電気を
一括調達 !

暮らし方を変えて
賢い節電を

地域に関係なく、電力会社
を選択できる環境が整えば、
全国に工場や店舗を持つ企
業は、使用する電気の一括
調達がいっそう容易に。ま
とめて電力を購入すること
により、コスト削減も見込
めますし、管理の手間など
も軽減されるでしょう。

消費者ニーズに応える
サービスも

夏の昼間は料金が高くなり、その
他の時間帯は安くなる。そんな料
金メニューを選べるようになれば、
上手に暮らし方を変えて、賢く節
電できるようにも──。節電が、
単なる我慢ではなくなります。
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今回の電力システム改革は、実施スケジュールを3段階に分けていることが特徴の一つ。
それぞれの段階で課題克服のための検証を十分に行い、必要な対策を取りながら、
電気の安定供給や料金の最大限の抑制といった目的をしっかり実現していきます。

3つのステップで変わる
日本の電力システム

着実に、そして確実に──

1
STEP

2
STEP 一般家庭、またすべての企業が電力会社や料金メニューを選べ

るように、小売りを全面自由化。料金規制も段階的に撤廃し、
小売電気事業者がピークシフト料金などのサービスを提供しや
すい環境をつくります。ただし全面自由化後も、必ずいずれか
の事業者から電力供給を受けられるようにするとともに、離島
でも適切な料金で電気を使えるように手当てします。

家庭などへの電気の販売を自由化。
一方でセーフティネットも整備

電気の小売業への参入の全面自由化

現在、電力の需給管理は原則として地域ごとに行われています
が、今後は地域を越えて電気を融通できる仕組みをいっそう整
えます。これにより、例えば災害時に停電を起こりにくくした
り、出力が変動する自然エネルギーの導入を拡大したりするこ
とが可能に。司令塔として、国の監督の下、情報を一元管理す
る広域的運営推進機関を創設します。

地域を越え、より効率的に
電気をやりとりできるように

広域系統運用の拡大

2015年
目途

誰もが安心して
電気を使えるように!
─電気の小売全面自由化に伴う措置─

今回の電力システム改革の実現後、誰もが安
心して電気を使えるように、法律の改正等に
あたっては必要な措置を講じます。例えば、
直接的に顧客に電気を供給する小売電気事業
者には、自社の顧客の需要をまかなうための
供給力を確保することを義務付け。また、既
存の事業者が優位な立場を背景に一方的な価
格設定を行えないよう、一定期間は料金規制
を継続します。さらに、送配電事業者に離島
への電気の供給を義務付けたり、小売電気事
業者に契約時の説明義務を課すことなども予
定されています。

●  電力システム改革
　専門委員会報告書

CLICK!

3
STEP

発電した電気を送り届けるのに欠かせない送配電ネットワーク。
例えば、新規参入した発電事業者や小売電気事業者も、既存の
電力会社が運用している送配電網を使えなければビジネスがで
きません。そこで、電力会社の送配電部門を別の会社に分社化
することで、このネットワークをさまざまな事業者が公平に利
用できるようにします。

送配電ネットワークを
各事業者が公平に使えるように

法的分離による送配電部門の中立性の一層の確保、
電気の小売料金の全面自由化

POINT

2016年
目途

2018年
2020年

目途

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denryoku_system_kaikaku/pdf/report_002_01.pdf
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示、提供については、国がルールを
決めることも大切ですし、マスコミ
が役割を果たすことも求められます。
電気事業者だけの問題ではなく、社
会全体で考えていくべきテーマです。

消費者の賢い選択が 
サービスを向上させる
——電気の小売全面自由化に伴い、
新たなサービスの登場も予想されま
す。
辰巳　すでに世の中には、省エネ家
電や電気自動車、スマートハウスな
どが浸透し始めています。それらと
も連携しながら、いっそう節電や電
気の効率利用を促進するサービスが
期待されます。さらに消費者の立場
から言えば、より関心が高いのは、
それによって「生活がどう変わるの
か」といういわばソフトの部分。将
来、電気にとどまらず、家庭のエネ
ルギー全体を管理して、快適であり
ながら環境にやさしい暮らし方を提
案してくれるような企業が出てくる
と心強いですね。そうしたサービス
の確立は国際貢献にもつながるはず。
今後、新興国や発展途上国などでも
電力需要が高まるなかで、日本の知
恵や技術が持続可能な社会の実現に
貢献してくれればうれしいです。
——最後に、電気を選ぶ立場になる
消費者に求められることについて聞

かせてください。
辰巳　初めのお話に戻りますが、自
分の選択が将来の社会のあり方を決
めていく──。何よりそうした意識
をもっていただきたいと思います。
“選べる”という権利には、「責任」
が伴います。「面倒くさい、分からな
いから、今までどおりでいい」では、
せっかくの改革の価値が発揮されま
せん。もちろん、電気を選ぶという
のは初めての経験ですから戸惑うこ
ともあるでしょう。でも、私たちの
賢い選択があってこそ、事業者側も
提供するサービスの質や内容をいっ
そう真剣に考えるようになるのです。
お互いが好循環を生み出すことで、
公正で健全な電気の市場をつくって
いきたいですね。

ぜ重要なのでしょうか。
辰巳　一言でいえば、それが将来の
私たちの暮らしや社会の形を決める
こととつながっているからです。現
在、私たちはさまざまな商品やサー
ビスを消費することで生活を成り立
たせています。一方で、企業は消費
者の求めるものを提供する。そうし
た相互のやりとりが、ある面では社
会の進んでいく方向を決めていきま
す。だとすれば、商品やサービスを
選べないという状況は、未来を選べ
ないということを意味します。選択
肢があるということは、それほど重
要なのです。家庭などで電気を選べ
なかったこれまでの状況は、むしろ
特殊だったと言えます。
——まさにそうした状況を変える
ための電力システム改革ですが、辰
巳さんの注目点はどこでしょうか。
辰巳　一つは、消費者への適切な情
報提供です。少なくとも「消費者が
“考えて”選択できる」だけの情報を
電気事業者がオープンにすることは
必須でしょう。例えば消費者は、基
本的に安くて良いものを求めますが、
当然ながら「安さ」には相応の理由
がある。その背景が分からなければ、
正しい選択はできません。情報の開

——まず、基本的な質問になります
が、電力システム改革によって「電
気を選べる」ようになることが、な

消費のプロに聞く
──「電気を選べる」ことの意味

色も形もない電気。それを「選べる」ようになることの意味はどこに
あるのか──。消費者の代表として、電力システム改革専門委員会の
委員を務めた辰巳菊子さんに、今回の改革の価値や注目点を聞きました。

選ぶことで
未来を変えられる!

消費生活アドバイザーとして百貨店での消費者相
談室への勤務経験をもつ。消費者問題の専門家と
して、現在、電力システム改革小委員会「制度設
計ワーキンググループ」の委員も務める。

辰巳菊子（たつみ・きくこ）
公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント協会常任顧問

●  公益社団法人日本消費生活
　アドバイザー・
　コンサルタント協会 
　2013エネルギー連続講座

CLICK!

http://www.nacs.ne.jp/~ecology/eco_nacs/forum_13/index.html
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今回の電力システム改革を、電気事業者のサイドはどのように捉えているのでしょうか。
大口需要家に電気を販売しているエネット、全国に発電施設をもつJX日鉱日石エネルギー、
それぞれの改革への期待、また小売全面自由化に向けた抱負などをレポートします。

電気事業者はこう考える

 「競争」が事業の活力に!

ットも大きいと考えています。

「安価で多様な電気を」 
という声に応える
家庭用を含む電気の小売全面自由
化に向けた改革が進むなか、一般の
家庭からも「安価で多様な電気を購
入したいというお声をいただいてい
ます」とエネットの池辺裕昭社長。
「例えば、再生可能エネルギー由来
の電気のみを購入したいというご意
見もありますので、そうしたご要望
にもお応えできるように検討を始め

ています」
年間の販売電力量約100億kWh。
新電力において約50％のシェアを
もつエネット。こうした実績をもつ
企業をはじめ、多くの事業者が切磋
琢磨するなかで、家庭における電気
のサービス、あり方がどう進化して
いくのか。今後に期待がかかります。

る、いわゆる新電力。環境にやさし
いLNGや太陽光、風力、バイオマ
ス、水力などで発電した電気を全国
から調達し、自社発電所の電気と組
み合わせて、1万6000カ所を超え
る施設に供給しています。
法人等に向けて提供している電気
使用量の見える化サービス、節電に
応じて電気料金を安くするサービス
などが支持を得ており、電気の供給
と合わせて、顧客の「賢い節電」を
サポートしているのが特徴です。
今回の改革に対するエネットのス
タンスは、「競争環境整備により、事
業者間の競争が進展し、料金の低減
や需要家の選択肢の拡大が実現する
ことには大変な意義がある」という
もの。近年エネルギー消費量が増え
ている家庭部門で節電支援サービス
が効果を発揮すれば、社会的なメリ

ネットは、すでに小売り
が自由化されている大口
需要家※へ電気を供給すエ

※現在、高圧需要家（原則、契約電力
50kW以上。工場、デパート、スー
パー、オフィスビル等）への電気の
小売りが自由化されている。

安心して
選べる電気に

│担当者の声

各地で開催された電気料金の値上げに係
る公聴会などを通して、私たちは消費者
のいろんな声を耳にしました。「家庭で
は電力会社を選べない」、「今の仕組みが
事業者の努力を阻害している」…。こう
いったみなさんの声が電力システム改革
を動かす一つの原動力となっています。

当室では、電力の安定供給の確保や電
気料金の最大限の抑制、家庭をはじめ
とする需要家の選択肢や企業の事業機
会の拡大を目指し、電力システム改革
を推し進めるための具体的な制度設計
を行っています。

※所属は2013年12月現在

資源エネルギー庁　
電力改革推進室　総括係　
佐々木悠太

株式会社エネット小売

気は、日々の生活になくてはなら
ないものです。東日本大震災以降、電

発電所 スマート
メーター

法人のお客様

見える化ポータルサイト
「電気使用量」「電気料金」などを
ウェブブラウザ上で確認できるサ
ービスを提供。節電対策を考える
貴重な材料となる。

自社発電所を含め、全国150カ所以上の発電所から電気を調
達。既存の送電線などを活用し、工場や商業施設、学校をはじ
め、多様な顧客にクリーンで安定した電気を供給している。

電力会社の
送配電網

●  株式会社エネットCLICK!

サービス
一例

http://www.ennet.co.jp/
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もちろん、「電気代は安くなるのかな
…」、「電力会社の乗り換えなんて手間が
かかるのでは…」など、今までの仕組み
が変わることで、いろんな不安もあると
思います。しかし、既に自由化が行われ
ている大口部門において、従来の電気事
業者から新規参入事業者に乗り換えた結
果、例えば、愛媛県松山市の中学校29
校では乗り換え前と比べて、電気代が約

500万円も安くなるなど、自由化のメ
リットが現れています。また、電力会
社を乗り換える手間は比較的小さく、
例えば、携帯電話と比べても機種やメ
ールアドレスの変更といった手間が必
要ないことなどから、乗り換えの障害
は少ないものと考えています。
電力システム改革は、これまで料金
規制と地域独占で実現しようとしてき

た「安定的な電力供給」を、消費者・企
業の選択や競争を通じた創意工夫によっ
て実現するものです。この改革をしっか
りと進めていくことで、みなさんが自ら
に合った電気を選べるようになるととも
に、いろんな波及効果が社会にもたらさ
れることを期待しながら、よりよい制度
をつくるため、制度設計の検討を行って
いきます。

JX日鉱日石エネルギー株式会社

届けるためには、バックアップも含
め、多様な電源を確保しておくこと
が確かに重要でしょう。
さらに、国で議論が進んでいる

「エネルギー基本計画」においては、
電力だけでなく、ガスなども含めた
エネルギー全体での事業者間競争の
活性化が検討されており、その進展

に取り組んでいるJX日鉱日石エネ
ルギー。同社としても、インフラ、
燃料調達、発電ノウハウを最大限活
用し、同時に電源の新規開発にも力
を注いでいく構えです。

を手掛けるJX日鉱日石エネルギー。
強みは、総合エネルギー企業として
多様なエネルギーの調達が可能なこ
とです。石油、天然ガス、石油コー
クスなどを上手に活用し、コスト変
動のリスクを抑えながら安定的な発
電を推進。グループ会社や他社と連
携し、水力発電、バイオマス発電な
ども後押ししています。
そうした同社が今回の改革で期待
していることの一つが、地域の壁を
取り払い、全国規模で電気をやりと
りする体制の整備です。エリアを越
えた電力の取引が活性化すれば、全
国に発電拠点をもつ企業として、よ
り効率的な事業運営ができるように
なる。結果的にそれは、電気を利用
する側の利益にもつながります。

事業者間の競争活性化が  
重要なテーマに
あわせて、JX日鉱日石エネルギー
が電力システム改革に関連し注目し
ているのが「電源のバランス」です。
例えば再生可能エネルギーがいっそ
う普及すれば、発電量が天候に左右
される部分も大きくなります。全面
自由化以降も安定的に社会へ電気を

油所における豊富な自家
発電の経験などを背景に、
発電事業、電力小売事業製

北海道から九州まで、全国の製油所で発電し、電力会社
への卸売りを行っている。特に根岸製油所では、残渣油
をガス化し、ガスタービンとスチームタービンによる複
合発電を実施。これは、商業機としては日本で唯一のも
の。さらに2008年には、東京ガスと共同で出資した川
崎天然ガス発電所の運転もスタートし、高効率かつ環境
性の高い発電を推進。現在同社全体で、130万kw超の
供給力を保有している。

発電

室蘭製油所

仙台製油所

フロンティアエネルギー新潟

大阪製油所

大分製油所

麻里布製油所 横浜製造所
川崎天然ガス発電
扇島風力発電
川崎バイオマス発電

川崎天然ガス発電

根岸製油所

●  JX日鉱日石
　エネルギー株式会社
　電気・電力小売業（PPS）

CLICK!

根岸製油所

http://www.noe.jx-group.co.jp/business/industrial/power/e71_buinpo_jigyo.html
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応援しよう 福島復興
東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故から３年。福島県の県産品や観光等への

消費者の不安はいまだ払拭されず、　県の経済情勢は依然厳しい状況です。経済産業省は、福島県産品や
観光等の風評を払拭し、福島県の産業振興を応援する取組を行っています。

～福島産業復興フェアの挑戦～

「福島産業復興フェア」	 	
の開催

経済産業省（以下、当省という）で
は、東日本大震災以降、福島県産の
米や桃等の農産物の販売等の消費促
進に向けた取組を行ってきました
が、福島県産品に対する消費者の不
安を払拭するためには、消費者に福
島県の現状や除染対策、検査整備の
体制等、県産品の安全性確保に向け
た取組に対して正しく理解していた
だくことが必要です。

そこで、①福島県産品の安全性を
しっかりと伝えていくとともに、②
福島県の食や観光の魅力をトータル
に発信することに主眼を置いた「福
島産業復興フェア」（→1）を昨年10
月に開催しました。
「福島産業復興フェア」では、一般
の方に福島県産品の安全性等をPR

できるよう会場を当省別館１階のロ
ビーとし、ブドウやリンゴ等の旬の
農産品に加え、ジャムやお菓子等の
加工食品を販売し、多くの方々にそ
のおいしさを味わっていただきまし
た。 （→2）

加えて、福島県の観光をPRする
ポスターの掲示やチラシ・パンフレ
ットの配布、福島県の復興シンボル
キャラクター「キビタン」によるグ
リーティング等、福島県の魅力をお
伝えしました。

また、福島県産の米、野菜・果物
や魚介類の安全性確保に向けた放射
性物質の検査体制を紹介するパネル
展示等を行いました。（→3） 

＜米の全量全袋検査体制＞
ベルトコンベア式の検査機器を用

いて全量全袋検査を実施し、食品衛
生法の定める放射性物質の基準値

（100Bq／kg）以下と確認された玄

(  February  / March 2014  )

1「福島産業復興フェア」の目的
1

福島県産品の
安全性を

しっかりと伝える

2
福島県の食や
観光の魅力を
トータルに発信
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米のみを出荷・流通。
＜野菜・果物の検査体制＞
福島県が実施する緊急時環境放射

線モニタリング検査に加えて、各産
地において自主検査を実施し、食品
衛生法の定める放射性物質の基準値

（100Bq／kg）以下と確認された野
菜・果物のみを出荷・流通。

地下食堂における	 	
福島産食材の活用

福島県の沿岸漁業は、東京電力福

島第一原子力発電所の事故以降、一
部の魚介類から基準値を超える放射
性物質が検出されたことから、漁業
の自粛を行っていました。しかし、
モニタリング調査等を進めるにあた
り、一部の魚介類では放射性物質の

「福島産業復興フェア」の様子
梨・マスカット、トルコギキョウ等売り切れ商
品が続出しました。1日の売上は、類似の物産
展を上回り、過去最高となるなど大盛況でした。

福島県の復興シン
ボルキャラクター CLICK! ●  恵みの安全・安心の取組み

   （米の場合）
CLICK! ●  恵みの安全・安心の取組み

  （やさい・くだものの場合）

米については全量全袋検査、野菜・果物についてはサンプル検査を実施しています。試験操
業で獲れた魚介類については、放射性セシウムの検査を実施しています。

「福島産業復興フェア」のパネル展示一例3

キビタンだよ！

2
■100Bq/kg超の検体数
■100Bq/kg以下の検体数
ー100Bq/kg超の割合
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（年.月）1296’13.31296’12.3129’11.6

福島県沖で獲れた魚介類の検体数と放射性Csが100Bq／kgを超えた割合

魚介類の放射性セシウム（Cs）量の変化

「米」のベルトコンベア式全量全袋検査の流れ

検査器測定ラインへ載せる 検査済みラベルの貼付け

玄米を袋ごとに
放射性物質検査

搬入 出荷

基準値以下であると確認された
袋に検査済みラベルの貼付け

米袋をベルトコンベアに
載せて測定検査場へ持ち込み

https://fukumegu.org/ok/images/pdf/panel_kome.pdf
https://fukumegu.org/ok/images/pdf/panel_emgei.pdf
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の検査体制の紹介に加え、福島県の
観光PRなどのポスター等も掲示し
ました。

「あんぽ柿」の販売
福島県が発祥の地であり、伝統産

業でもある果物加工品「あんぽ柿」
（干し柿の一種）は、平成23年・24
年秋に実施した加工試験で基準値を
超える放射性物質が検出されたこと
から、加工を自粛していました。

こうした中、平成25年は、幼果
期検査と収穫前検査で安全な原料を

業は一時中断したものの、９月末か
ら再開され、水産物の漁獲量が安定
してきた11月末に、農林水産省、
厚生労働省と当省の３省合同により
福島県沖での試験操業で獲れた水産
物（タコ等）を使用した特別メニュー
を食堂で提供するイベント「復興支
援、食べて応援」を開催しました。

（→4）当省では、タコ・シラス炒飯、
タコ・トマトスパゲティ等が特別メ
ニューとして食堂で提供されまし
た。食堂では、福島県沖での試験操
業の取組や試験操業で獲れた水産物

影響が少ないこと、時間の経過と共
に減少すること等、科学的なデータ
に基づき一部の魚介類の安全性が判
明し、また、このままでは、漁業の
みでなく関連産業への悪影響や地域
産業全体の衰退が懸念されることか
ら、相馬双葉漁業協同組合では、安
全性が確認されたヤナギダコ、ミズ
ダコ、シライトマキバイ（貝）の３種
に限定した試験操業を、沖合底びき
網漁業により、平成24年６月22
日から開始しました。

その後、汚染水問題により試験操

4「復興支援、食べて応援」
食堂は連日盛況でした。中でもタコ・シラス炒
飯の売れ行きは抜群でした。タコ寿司もプリっ
とした食感で、なかなかの美味でした。
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確保し、さらに製品出荷時に全量非
破壊検査で基準値（100Bq/kg）以
下であることを確認する体制を構築
することで、３年ぶりに「あんぽ
柿」の加工・出荷が再開されました。

（→5）これを受け、12月に、当省
地下売店において「あんぽ柿」の販
売とあっせんを行いました。

今後の予定
これまで、農産品や水産物につい

ての取組を行ってきましたが、牛や
鶏等の畜産物の風評も依然として払
拭されていないことから、今後は畜
産物を対象にするなど、目的を明確
にしたイベントを随時開催していく
予定です。開催時には当省ホームペ
ージのニュースリリースにてお知ら
せします。（→6）

また、当省だけでなく産業界に対
しても、積極的な福島県産品の取扱
いを要請すべく、昨年６月には日本
経済団体連合会と日本商工会議所
へ、９月には流通業界10団体へ、
被災地産品の消費拡大を要請する文
書を発出し、協力を要請しました。

引き続き、福島県の農産物等の県産
品や観光に対する風評払拭及び福島
の産業振興を図るため、広く産業界
に対して社員食堂での福島県産品の
利用や企業内物産展の開催等をお願
いしたいと考えています。

福島県の経済情勢が依然厳しい状
況にある中、これを解消するために
は福島県産品に対する消費者の不安
を払拭しつつ、一層の消費の拡大を
図ることが重要です。当省は、その
実現に向け全力で取り組んでまいり
ます。

6CLICK! ●  経済産業省
　ホームページ
　ニュースリリース

5「あんぽ柿」の販売

乾燥中の「あんぽ柿」。果肉は半分生
のようなジューシーな食感で、柔らく
中がとろっとしており、「自然な甘み」
が凝縮された深い味わいです。

http://www.meti.go.jp/press/index.html
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●クールジャパン機構CLICK!

シンボルマーク探訪 vol.17

クールジャパン機構は、我が国の生活文化
の中で育まれた「日本の魅力」を産業化に
結び付け、海外需要の獲得につながる事業
を支援します。
当機構のロゴは、ジャパンの頭文字の「Ｊ」
を桜色の折り紙で折ったイメージで作られ
たものです。折り紙は、四角く整えられた
水田の風景を築いてきた我が国の歴史をほ
うふつさせるものであり、同時にものを畳
んでコンパクトにする我が国の文化を背景
に花開いたものと言われています。このよ
うに、コンテンツ、ファッション、住まい、
おもてなしなど、すばらしい日本の魅力を
諸外国に発信し、新たな価値を創造し成長
につなげる意味を込めています。

クールジャパン機構

http://www.cj-fund.co.jp/



